
認定こども園制度の推進（H18～）
【制度概要】
平成１８年６月に「就学前の子どもに関する教育、  
保育等の総合的な提供の推進に関する法律」（平  
成１８年法律第７７号）が成立し、同年１０月から制  
度を開始。

【広報・啓発】
パンフレットの作成・配布、ホームページの開  
設

【費用内訳】
＜公立幼稚園＞
一般財源の中で市町村が措置

＜私立幼稚園＞
幼稚園の子育て支援活動の推進事業（私学  

助成）（H19予算額747百万円）
【費用負担】＜私立幼稚園＞
国が都道府県の行う助成措置の１／２を補助

幼稚園における子育て支援活動の推進

少子化社会対策に関連する「子育て支援サービス」に関するロジック・モデル―文部科学省関係―
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地域子ども教室推進事業（H16～H18）
（18年度予算額6,644百万円）

放課後子ども教室推進事業
（H19～、放課後子どもプランの1つ）

（19年度予算額6,820百万円）

【費用負担】
国、都道府県、市町村が各１／３を負担
【人員配置】
コーディネーター、安全管理員、学習アドバイザーの配置

【広報・啓発】
制度認知のための説明会の開催（約60回）、  
リーフレット作成・配布、ホームページ創設

【費用内訳】
＜公立幼稚園＞
一般財源の中で市町村が措置

＜私立幼稚園＞
預かり保育推進事業（私学助成）
（H19予算額3,976百万円）

【費用負担】＜私立幼稚園＞
国が都道府県の行う助成措置の１／２を補助

預かり保育の推進
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※このほか、外部要因の影響も考慮する必要がある


